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第一部 【企業情報】 

  

第１ 【企業の概況】 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】 
   

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．百万円単位の金額については、単位未満を切り捨てて表示しております。 

３．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 

  

２ 【事業の内容】 

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。 

 また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

 

回次 
第97期 

第１四半期 
連結累計期間 

第98期 
第１四半期 
連結累計期間 

第97期 

会計期間 
自  平成25年４月１日
至  平成25年６月30日

自  平成26年４月１日 
至  平成26年６月30日 

自  平成25年４月１日
至  平成26年３月31日

売上高 (百万円) 32,108 36,591 144,467 

経常利益 (百万円) 846 1,515 7,573 

四半期(当期)純利益 (百万円) 2,276 756 5,029 

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 3,982 53 8,815 

純資産額 (百万円) 43,053 48,631 49,108 

総資産額 (百万円) 155,276 163,551 164,762 

１株当たり四半期(当期)純利益金
額 

(円) 18.77 6.24 41.47 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益金額 

(円) ― ― ― 

自己資本比率 (％) 27.5 29.5 29.6 
 



第２ 【事業の状況】 

  

１ 【事業等のリスク】 

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。 

 なお、重要事象等は存在しておりません。 

  

２ 【経営上の重要な契約等】 

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断し

たものであります。 

  

(1)経営成績の分析 

当第１四半期連結累計期間における世界経済の動向をみると、米国では堅調な個人消費により景気回復が続い

たこと、欧州では景気が持ち直しの動きを続けたこと、また、中国経済が成長速度を緩めながらも景気拡大を続

けたことなどから、当社製品が関連する市場では需要は総じて回復傾向で推移いたしました。こうした状況下、

当社は、2014年度の基本方針である「売上規模拡大」と「海外展開加速」に則り、エコ・省エネの促進、グリー

ンエネルギー拡大に向け、海外市場や標準品市場での拡販に注力してまいりました。当第１四半期連結累計期間

の業績につきましては、半導体デバイス製品の販売が好調に推移したことや、通信関係などの民間設備投資の拡

大に伴い、関連する製品の売上が増加したことなどから、売上高は365億91百万円となり、前年同四半期に比べ44

億83百万円（14.0％）増加いたしました。利益面では、売上増、固定費抑制、更には前年同期のＴＶ向けボード

ビジネス終息に伴う在庫評価損計上が無くなったことなどから、営業利益が16億44百万円と、前年同四半期比４

億97百万円（43.3％）の増加、経常利益が15億15百万円と、前年同四半期比６億68百万円（79.0％）の増加とな

り、それぞれ前年同四半期比で増益となりました。最終利益につきましては、前期発生した米国子会社での税効

果が当期は発生せず、四半期純利益は７億56百万円と、前年同四半期比15億20百万円（66.8％）の減少となりま

した。 

事業セグメント別の概況につきましては、次の通りです。 

 半導体デバイス事業では、ＴＶ・オーディオ向け製品の販売は減少しましたが、自動車の電装化進展により車

載向け製品の販売は引き続き好調を維持し、また、海外・国内の市場に向けたエアコンや冷蔵庫、洗濯機といっ

た白物家電向け製品の販売が大きく伸長いたしました。これらの結果、当事業の連結売上高は296億82百万円と、

前年同四半期比35億40百万円（13.5％）増加いたしましたが、その一方で受注拡大に伴い増産設備投資が先行し

ていること、新製品開発のための研究開発費用が増大していること、更にＬＥＤ灯具事業で価格下落を見越した

着工延伸の動きが出てきたこと等により、連結営業利益につきましては24億93百万円と、前年同四半期比１億円

（4.2％）の増加に留まりました。 

ＰＭ事業では、産業機械向け電源製品の販売が低調に推移しましたが、ＯＡ機器向け製品は前期と同水準の販

売を維持し、ＴＶ向けアダプタ製品の販売は増加いたしました。これらの結果、当事業の連結売上高は36億８百

万円と、前年同四半期比５百万円（0.2％）増加いたしました。損益面につきましては、損失額を大幅に縮小した

ものの、連結営業損失２億38百万円（前年同四半期 営業損失５億77百万円）を計上することとなりました。 

ＰＳ事業では、官公庁向け製品の販売は低調であったものの、通信設備向け電源製品の販売が大幅に増加した

ことなどから、売上は好調に推移いたしました。これらの結果、当事業の連結売上高は33億円と、前年同四半期

比10億29百万円（45.3％）増加いたしました。損益面につきましては、損失幅は縮小しましたが、連結営業損失

62百万円（前年同四半期 営業損失１億21百万円）を計上することとなりました。 

 



(2)財政状態の分析 

当第１四半期連結会計期間末における資産の部は、1,635億51百万円となり、前連結会計年度末より12億11百万

円減少いたしました。これは主に、建設仮勘定が９億50百万円、ソフトウエアが３億26百万円増加し、受取手形

及び売掛金が24億26百万円減少したことなどによるものであります。 

 負債の部は、1,149億19百万円となり、前連結会計年度末より７億34百万円減少いたしました。これは主に、コ

マーシャルペーパーが５億円増加し、借入金が14億16百万円減少したことなどによるものであります。 

 純資産の部は、486億31百万円となり、前連結会計年度末より４億77百万円減少いたしました。これは主に、利

益剰余金が５億93百万円増加し、資本剰余金が３億63百万円、為替換算調整勘定が７億10百万円減少したことな

どによるものであります。 

  

(3)事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第１四半期連結累計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。 

 なお、当社では、財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を次の通り定めており、

その内容等（会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次の通りです。 

  

①当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針 

上場会社である当社の株式については、株主及び投資家の皆様による自由な取引が認められているため、当社

取締役会としては、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方は、最終的には株主の皆様の意思に

より決定されるべきであり、当社株式に対する大規模な買付行為に応じて当社株式を売却するかどうかの判断

も、最終的には当該株式を保有する株主の皆様の意思によるべきものと考えます。 

 しかしながら、当社及び当社グループの経営にあたっては、独自のウエーハプロセスや半導体デバイスの製造

技術、また回路技術を駆使した電源システムとオプティカルデバイスの組み合わせなど、幅広いノウハウと豊富

な経験が必要になります。更に、お客様・取引先及び従業員等のステークホルダーとの間に築かれた関係等への

十分な理解が不可欠であり、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者に、これらへの理解が無い場合、将

来実現することのできる株主価値を適正に判断することはできず、当社の企業価値及び株主共同の利益が著しく

損なわれる可能性があります。 

 また、大規模な買付行為の中には、高値で株式を会社関係者に引き取らせる行為など、株主共同の利益を著し

く損なうと判断される場合もあります。この様な場合、当社は当該大規模買付行為の是非に関し、株主の皆様に

適切にご判断いただくため、大規模買付行為を行おうとする者に対し、必要な情報の提供を求めるとともに、適

切な情報開示や株主の皆様が検討に必要とする時間確保にも努め、また、金融商品取引法、会社法その他関係法

令の許容する範囲内において、適切な措置を講ずるべきと考えております（以下「基本方針」といいます。）。 

  

②基本方針実現のための企業価値向上に向けた取組み 

当社では、経営理念に則り、半導体をコアビジネスに技術力と創造力の革新に努め、独自技術によるグローバ

ルな事業展開を進めるとともに、企業に対する社会的要請や環境調和への着実な対応を通じて、企業価値を最大

限に高めるべく、確固たる経営基盤の確保に邁進しております。更に、中長期的な会社の経営戦略として、３ヶ

年にわたる中期経営計画を策定しており、その実現に向け、グループを挙げて取組んでおります。 

 また、当社では、独立系パワー半導体メーカーというポジションと、それを最大限活用する経営方針・経営計

画へのご理解を深めて頂くため、各ステークホルダーとの対話を緊密化させ、企業価値への適正な評価が得られ

るように努めております。 

 コーポレート・ガバナンス体制の強化としては、独立社外取締役の選任により取締役会の監督機能を強化する

とともに、執行役員制度を通じ機動的な業務執行体制の構築、マネジメント機能の強化を推進しております。加

えて、経営環境の変化に迅速に対応できる経営体制の実現と、事業年度における取締役の経営責任の明確化を図

るため、取締役の任期を１年としております。 

 当社取締役会は、これら取組みが、当社の企業価値を向上させるとともに、当社株主共同の利益を著しく損な

うような大規模買付行為の可能性を低減させると考えております。従って、これら取組みは基本方針に沿ったも

のであり、当社株主共同の利益に資するものであると考えております。 

 



(4)研究開発活動 

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は40億60百万円であります。 

 なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 

  

 



第３ 【提出会社の状況】 

  

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

   

  

② 【発行済株式】 

   

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

   該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

   該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

   該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

   

  

  

(6) 【大株主の状況】 

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

 

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 257,000,000 

計 257,000,000 
 

種類 
第１四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成26年６月30日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成26年８月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 125,490,302 125,490,302 
東京証券取引所 
（市場第一部） 

 単元株式数は1,000株で 
 あります。 

計 125,490,302 125,490,302 ― ― 
 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式 
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
(百万円) 

資本金残高 
(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金 
残高 

(百万円) 

平成26年６月30日 ― 125,490 ― 20,896 ― 5,225 
 



(7) 【議決権の状況】 

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成26年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。 

① 【発行済株式】  

(注) １ 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株（議決権２個） 

含まれております。 

２ 「単元未満株式」欄には、当社所有の自己保有株式が含まれております。 

自己保有株式                      339株 

  

② 【自己株式等】  

  

２ 【役員の状況】 

該当事項はありません。 

  

  

  

  

  

 

      平成26年３月31日現在 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式)   
普通株式 
    4,223,000 

― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 
      120,399,000 

120,399 ― 

単元未満株式 
普通株式 
       868,302 

― １単元（1,000株）未満の株式 

発行済株式総数    125,490,302 ― ― 

総株主の議決権 ― 120,399 ― 
 

    平成26年３月31日現在 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 

(株) 

他人名義 
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式 
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

(自己保有株式) 
サンケン電気株式会社 

埼玉県新座市北野三丁目 
６番３号 

4,223,000 ― 4,223,000 3.36 

計 ― 4,223,000 ― 4,223,000 3.36 
 



第４ 【経理の状況】 

  

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成26年４月１日から平成

26年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成26年４月１日から平成26年６月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 

 



１ 【四半期連結財務諸表】 

(1) 【四半期連結貸借対照表】  

  

 

                      (単位：百万円) 

                    
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成26年６月30日) 

資産の部     

  流動資産     

    現金及び預金 14,943 15,651 

    受取手形及び売掛金 33,986 31,559 

    商品及び製品 13,760 13,567 

    仕掛品 20,885 20,933 

    原材料及び貯蔵品 11,464 11,747 

    繰延税金資産 1,614 1,768 

    その他 4,171 4,029 

    貸倒引当金 △61 △72 

    流動資産合計 100,764 99,184 

  固定資産     

    有形固定資産     

      建物及び構築物（純額） 18,697 18,493 

      機械装置及び運搬具（純額） 20,944 21,067 

      工具、器具及び備品（純額） 944 963 

      土地 5,183 5,168 

      リース資産（純額） 3,506 3,213 

      建設仮勘定 5,699 6,650 

      有形固定資産合計 54,975 55,557 

    無形固定資産     

      ソフトウエア 2,420 2,746 

      その他 1,198 1,218 

      無形固定資産合計 3,618 3,965 

    投資その他の資産     

      投資有価証券 2,265 2,395 

      繰延税金資産 888 162 

      その他 2,493 2,528 

      貸倒引当金 △242 △242 

      投資その他の資産合計 5,404 4,843 

    固定資産合計 63,998 64,367 

  資産合計 164,762 163,551 
 



 

                      (単位：百万円) 

                    
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成26年６月30日) 

負債の部     

  流動負債     

    支払手形及び買掛金 18,345 18,438 

    短期借入金 27,030 30,614 

    コマーシャル・ペーパー 15,000 15,500 

    リース債務 1,248 1,232 

    未払法人税等 157 241 

    役員賞与引当金 - 12 

    未払費用 8,532 8,650 

    その他 1,061 1,318 

    流動負債合計 71,376 76,006 

  固定負債     

    社債 30,000 30,000 

    長期借入金 5,000 - 

    リース債務 2,296 1,988 

    繰延税金負債 1,951 1,832 

    役員退職慰労引当金 18 21 

    退職給付に係る負債 3,087 2,855 

    資産除去債務 60 60 

    その他 1,863 2,155 

    固定負債合計 44,277 38,913 

  負債合計 115,654 114,919 

純資産の部     

  株主資本     

    資本金 20,896 20,896 

    資本剰余金 11,028 10,665 

    利益剰余金 20,340 20,933 

    自己株式 △3,954 △3,958 

    株主資本合計 48,310 48,536 

  その他の包括利益累計額     

    その他有価証券評価差額金 461 545 

    為替換算調整勘定 △1,615 △2,326 

    退職給付に係る調整累計額 1,561 1,498 

    その他の包括利益累計額合計 407 △281 

  少数株主持分 390 376 

  純資産合計 49,108 48,631 

負債純資産合計 164,762 163,551 
 



(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 

【四半期連結損益計算書】 

【第１四半期連結累計期間】  

 

                      (単位：百万円) 

                    前第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年６月30日) 

売上高 32,108 36,591 

売上原価 24,340 27,314 

売上総利益 7,768 9,277 

販売費及び一般管理費 6,620 7,632 

営業利益 1,147 1,644 

営業外収益     

  受取利息 1 11 

  受取配当金 19 24 

  為替差益 4 13 

  雑収入 90 181 

  営業外収益合計 116 231 

営業外費用     

  支払利息 198 202 

  雑損失 219 158 

  営業外費用合計 417 360 

経常利益 846 1,515 

特別利益     

  固定資産売却益 - 0 

  特別利益合計 - 0 

特別損失     

  固定資産除却損 0 0 

  固定資産売却損 2 - 

  特別損失合計 3 0 

税金等調整前四半期純利益 843 1,514 

法人税等 △1,410 742 

少数株主損益調整前四半期純利益 2,254 772 

少数株主利益又は少数株主損失（△） △21 16 

四半期純利益 2,276 756 
 



【四半期連結包括利益計算書】 

【第１四半期連結累計期間】  

 

                      (単位：百万円) 

                    前第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年６月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 2,254 772 

その他の包括利益     

  その他有価証券評価差額金 119 83 

  為替換算調整勘定 1,607 △740 

  退職給付に係る調整額 - △62 

  その他の包括利益合計 1,727 △719 

四半期包括利益 3,982 53 

（内訳）     

  親会社株主に係る四半期包括利益 3,935 66 

  少数株主に係る四半期包括利益 46 △13 
 



【注記事項】 

(継続企業の前提に関する事項) 

該当事項はありません。 

  

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更) 

連結子会社の事業年度等に関する事項の変更 

従来、連結子会社のうち決算日が12月31日である台湾三墾電気股份有限公司（在外）、三墾力達電気(江陰)有限

公司（在外）、三墾電気(上海)有限公司（在外）については、同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に

生じた重要な取引については必要な調整を行っておりましたが、連結財務情報のより適正な開示を図るために、当

第１四半期連結会計期間より台湾三墾電気股份有限公司（在外）は、決算日を３月31日に変更し、三墾力達電気(江

陰)有限公司（在外）及び三墾電気(上海)有限公司（在外）は、連結決算日である３月31日に仮決算を行い連結する

方法に変更しております。 

 なお、各社の平成26年１月１日から同年３月31日までの損益については、利益剰余金に直接計上しております。 

  

(会計方針の変更) 

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号   平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号  平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた

定めについて当第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見

込額の期間帰属方法をポイント基準から給付算定式基準へ変更し、割引率の決定方法を、割引率決定の基礎となる

債券の期間について従業員の平均残存勤務期間に近似した年数とする方法から退職給付の支払見込期間ごとに設定

された複数の割引率を使用する方法へ変更いたしました。 

退職給付会計基準の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取り扱いに従っており、当第１

四半期連結会計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加

減しております。  

この結果、当第１四半期連結会計期間の期首の退職給付に係る負債が158百万円増加し、利益剰余金が158百万円

減少しております。なお、当第１四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与え

る影響は軽微であります。 

  

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理) 

当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利

益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。 

 ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税

率を使用する方法によっております。 

  

(四半期連結貸借対照表関係) 

 １ 輸出債権譲渡に伴う遡及義務額は、次の通りであります。  

  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。  

  

 

前連結会計年度 
(平成26年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成26年６月30日) 

   317百万円    156百万円 
 

  
前第１四半期連結累計期間 
(自  平成25年４月１日 
至  平成25年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自  平成26年４月１日 
至  平成26年６月30日) 

減価償却費 1,991百万円 2,208百万円 
 



(株主資本等関係) 

前第１四半期連結累計期間(自  平成25年４月１日  至  平成25年６月30日) 

１．配当金支払額  

  

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの 

該当事項はありません。 
  

３．株主資本の著しい変動 

  

当第１四半期連結累計期間(自  平成26年４月１日  至  平成26年６月30日) 

１．配当金支払額  

  

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの 

該当事項はありません。 
  

(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

Ⅰ  前第１四半期連結累計期間(自  平成25年４月１日  至  平成25年６月30日) 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

(注) １．セグメント利益又は損失の調整額△531百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△530百万

円及び棚卸資産の調整額△0百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一

般管理費であります。 

２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 
  

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

該当事項はありません。 

 

決議 株式の種類 
配当金の総額
(百万円) 

１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成25年６月21日 
定時株主総会 

普通株式 363 3.00 平成25年３月31日 平成25年６月24日 資本剰余金 
 

 当社は、平成25年６月21日開催の定時株主総会における決議に基づき、同日をもって下記の通り剰余金の処分を

行いました。 

会社法第452条の規定に基づき、その他資本剰余金の一部を減少し、繰越利益剰余金を増加させることで、損失

処理を実施いたしました。  

 その他資本剰余金の減少額 5,816百万円
 

繰越利益剰余金の増加額 5,816百万円
 

 

決議 株式の種類 
配当金の総額
(百万円) 

１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成26年６月20日 
定時株主総会 

普通株式 363 3 平成26年３月31日 平成26年６月23日 資本剰余金 
 

          (単位：百万円)

  

報告セグメント 

合計 
調整額
（注）１ 

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２ 

半導体 
デバイス 
事業 

ＣＣＦＬ 
事業 

ＰＭ事業 ＰＳ事業 

売上高              

  外部顧客への売上高 26,142 92 3,602 2,270 32,108 － 32,108 

  セグメント間の内部売上高 
  又は振替高 

358 － 199 0 558 △558 － 

計 26,500 92 3,802 2,271 32,666 △558 32,108 

セグメント利益又は損失
（△） 

2,392 △13 △577 △121 1,679 △531 1,147 
 



Ⅱ  当第１四半期連結累計期間(自  平成26年４月１日  至  平成26年６月30日) 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

(注) １．セグメント利益又は損失の調整額△548百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△557百万

円及び棚卸資産の調整額9百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般

管理費であります。 

２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

該当事項はありません。 

  

３．報告セグメントの変更等に関する事項 

（報告セグメントの変更） 

前連結会計年度において「ＣＣＦＬ事業」の撤退を決定したため、当第１四半期連結会計期間より「半導体デバ

イス事業」、「ＰＭ事業」及び「ＰＳ事業」の３つを報告セグメントとしております。 

  
（会計方針の変更） 

会計方針の変更に記載のとおり、当第１四半期連結会計期間より退職給付債務及び勤務費用の計算方法を変更し

たことに伴い、事業セグメントの退職給付債務及び勤務費用の計算方法を同様に変更しております。 

当該変更による当第１四半期連結累計期間セグメント利益に与える影響は軽微であります。 

  
(１株当たり情報)  

(注) １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりませ

ん。 

２．１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

   

  

２ 【その他】 

該当事項はありません。 

 

        (単位：百万円)

  

報告セグメント 

合計 
調整額 
（注）１ 

四半期連結損
益計算書計上
額（注）２ 

半導体 
デバイス 
事業 

ＰＭ事業 ＰＳ事業 

売上高            

  外部顧客への売上高 29,682 3,608 3,300 36,591 － 36,591 

  セグメント間の内部売上高 
  又は振替高 

198 141 0 341 △341 － 

計 29,881 3,750 3,300 36,932 △341 36,591 

セグメント利益又は損失
（△） 

2,493 △238 △62 2,193 △548 1,644 
 

  
前第１四半期連結累計期間 
(自  平成25年４月１日 
至  平成25年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自  平成26年４月１日 
至  平成26年６月30日) 

１株当たり四半期純利益金額 18.77円 6.24円 
 

項目 
前第１四半期連結累計期間
(自  平成25年４月１日 
至  平成25年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間
(自  平成26年４月１日 
至  平成26年６月30日) 

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 2,276 756 

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ― 

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 2,276 756 

普通株式の期中平均株式数(千株) 121,310 121,265 
 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

  

該当事項はありません。 

 



独立監査人の四半期レビュー報告書 
  

平成26年８月11日

サンケン電気株式会社 

    取締役会  御中 

   

   

   

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているサンケン電気株

式会社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成26年４月１日か

ら平成26年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年６月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記につい

て四半期レビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、サンケン電気株式会社及び連結子会社の平成26年６月30日現在の

財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がす

べての重要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

  

 

新日本有限責任監査法人 
 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士    内    田    英    仁    ㊞ 
 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士    清    本    雅    哉    ㊞ 
 

  

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。 
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